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Ⅰ 空間情報科学研究センターの研究目的と特徴 
 
1. 空間情報科学とは、自然、社会・経済から文化に至る森羅万象の情報を、空間的な位置

という視座から捉え直し、総合的な知の構造化を実現する汎用理論と応用手法を研究

する学問である。空間情報科学研究センターは、空間情報を媒介として人文・社会科学

から自然科学を包括する統一的空間情報科学理論の構築を目標としている。 
 
2. 本センターは平成 10年に学内研究センターとして設立、全国共同利用施設を経て平成

22 年度からは共同利用・共同研究拠点となっている。これを踏まえ、広範な研究活動

及びその成果の発信と同時に、多様な研究者の研究支援活動を実施している。 

1) 空間情報科学の創生、深化、普及 

空間的な位置に結びつく自然・社会・経済・文化データ＝空間データを、系統的に構築

→管理→分析→総合→伝達する理論と応用を研究し、成果を広範な研究領域に還元する。 

2) 研究用空間データ基盤の整備と産官学共同研究の推進 

空間データの収集・作成は研究者には大きな負担である。そこで本センターでは、共同

利用・共同研究専門の研究部門を設置（資料 29-1：センター組織図）、研究用空間デー

タや処理ツール・サービスを研究者向けに提供する。全国に 20 大学、１政府機関の拠

点を設置、地域の情報整備と課題解決支援等を行う。さらに、社会全体の空間情報利活

用促進のための標準化活動や政策提言も行い、国益の増大と社会の発展に寄与する。 

 

 上記研究活動は、本学の研究に関する中期目標である「総合科学研究大学として、人

文科学・社会科学から自然科学に至るまで多様な分野で世界最高水準の研究を実施する。」

の一翼を担うものである。 
 

（資料 29-1：センター組織図） 

 

 

3. 先端的研究を先導する研究センターが、同時に大規模な研究用データを提供して共同

研究を推進、相乗効果を生んでいる例は国際的にも希である。サービスとデータの提

供を通じて全国的な先端的研究を主導している点が、センターの大きな特徴である。 
 

［想定する関係者とその期待］ 

想定する関係者は地理情報システム学会、日本地理学会を中心とする学術研究者、測量・

地図作成・交通を中心とする民間事業者、政府や地方公共団体を中心とするデジタル地図

利用者である。その期待は、空間情報科学の理論や、手法の深化、関連分野への普及・展

開と、空間情報の標準化や政策提言等を通じた公的セクタ、民間セクタにおけるデータの

流通・高次利用の促進である。 
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Ⅱ 「研究の水準」の分析・判定 
 

分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

観点 研究活動の状況 

(観点に係る状況) 

①論文・著書等の研究業績 

 平成 27 年度当初のセンター教員は理工系（計算機・数学、環境・地球科学系）11 名、

人文社会系３名である。執筆査読論文数は、第１期中期目標期間末の平成 21年度 22編に

対し第２期平均は 33.0 編/年である（資料 29-2：査読論文数）。特に国際誌の増加が著し

く、その割合は主著論文で平成 21年度の 36.4%に対し第２期平均は 42.9%、共著論文では

平成 21 年度の 38.0%に対し第２期は 39.7%である（資料 29-3：査読論文の国際誌率、資料

29-4：発表先の主な国際誌）。 

 

（資料 29-2：査読論文数） 

 

 

（資料 29-3：査読論文の国際誌率） 
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（資料 29-4：発表先の主な国際誌） 

 
 

 

②特許出願・取得状況 

 教員の研究分野は幅広く、特許取得可能性の高い工学系教員は 14 名中４名に過ぎない

が、特許取得は着実に行われている（資料 29-5：特許の出願・取得件数）。取得件数は第 1

期の 7から第２期は 10 に増加しており、先端的研究を積極的に推進する姿勢が見られる。

中でも衛星測位における位置認証の特許（日立と共同）は、道路課金等に不可欠な技術で

あり、今後の広範な利用が見込まれている。 

 

（資料 29-5：特許の出願・取得件数） 

 

 

 

③共同・受託研究等の状況 

民間等との共同・受託研究は、第１期には各 8.0 件/年、4.8 件/年であったが、第２期

は 11.6 件/年、9.8 件/年とほぼ倍増し、研究活動が活性化している（資料 29-6：民間等と

の共同・受託研究等の件数）。政府が平成 24 年度に策定した地理空間情報活用推進基本計

画、空間データ取得技術の急速な進歩と位置情報サービスの拡大（資料 29-7：近年の空間

データ取得技術と利活用）等、空間情報科学に対する需要の増加が大きな要因と考えられ

る。共同・受託研究等の相手機関は、公的機関から宇宙、電気・電子・情報、精密機械、

測量等の民間企業まで多岐に渡る（資料 29-8：共同・受託研究等の代表的相手機関）。 
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（資料 29-6：民間等との共同・受託研究等の件数） 

 

※ 平成 20 年度以前の共同研究はデータなし 

 

（資料 29-7：近年の空間データ取得技術と利活用） 
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（資料 29-8：共同・受託研究等の代表的相手機関） 

 

 

 

④研究資金の獲得状況 

 科研費採択件数は第１期から第２期にかけて 9.8 件/年から 16.8 件/年（資料 29-9：科

研費の申請・採択状況）、獲得総額は 39.1 百万円/年から 48.9 百万円/年（資料 29-10：科

研費の獲得総額）、平均採択率は 55.4%から 65.1％（資料 29-11：科研費の採択率）へと増

加している。平成 27 年度の教員一人当たり科研費獲得総額は 350 万円であり（資料 29-

12：教員一人当たり科研費獲得総額）、当該分野の研究としては十分な研究資金を獲得して

いる。また、平成 27年度の新規平均採択率 67.6%は全国平均 26.5%（文部科学省「平成 27

年度科学研究費助成事業の配分について」）を大きく上回る。 

 

（資料 29-9：科研費の申請・採択状況） 
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（資料 29-10：科研費獲得総額（百万円/年）） 

 

 

（資料 29-11：科研費の採択率） 

 

 

（資料 29-12：教員一人当たりの科研費獲得総額（万円/年）） 
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⑤国際研究拠点としての活動状況 

 本センターは、空間情報科学分野における国際研究拠点であり、国際的ネットワークを

構築している。学術国際交流協定提携数は、平成 21年度 16件が平成 27 年度 20 件と順調

に増加している（資料 29-13：学術国際交流協定提携数、資料 29-14：学術国際交流協定

提携機関、資料 29-15：国際拠点研究機関との連携）。国際ワークショップの開催数は、

第１期の 2.3件/年に対し、第２期では 13.3 件/年である（資料 29-16：国際ワークショ

ップ開催数）。センター主催の国際会議 STGIS2011 は 700名を超える参加者を得たが、こ

れは国内で開催された空間情報科学分野の会議としては最大規模である。外国人滞在者数

は、平成 21 年度には長期 16 名、短期 22名であったのが、第２期平均は長期 19.3名/

年、短期 38.2名/年と増加している（資料 29-17：外国人滞在者数）。 

平成 24 年度からはアジア開発銀行との共同研究を開始し、空間情報の利用実証実験を

実施している。アジア開発銀行とバングラデシュ国における洪水警戒情報の生成と配信に

関する技術開発を行い、その過程で携帯電話の位置情報を大量に処理して人々の分布や移

動状況を推定する手法を開発した。その手法が、モザンビークでの道路計画（人々の移動

を交通需要の基礎情報として利用する）、国連によるエボラ支援プロジェクト（人々の流

動を随時把握し、拡大防止策の検討を支援する）に適用されている。 

さらに、アジア開発銀行に教員を派遣し、技術指導や国際開発事業支援を実施してい

る。平成 25 年度からはアジア工科大学院にも教員を派遣し、学生の研究指導と国際共同

研究を行っている。 

 

（資料 29-13：学術国際交流協定提携数） 
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（資料 29-14：学術国際交流協定提携機関） 

 
 

 

（資料 29-15：国際拠点研究機関との連携） 
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（資料 29-16：国際ワークショップ開催数） 

 

 

 

（資料 29-17：外国人滞在者数） 

 
 

 

⑥学際的共同研究の推進 

空間情報科学は多くの学問分野に跨がる総合科学であり、その発展には様々な分野との

学際的共同研究が不可欠である。本センターでは多様な研究領域の教員を採用すると同時

に、センター内外の異分野研究者との研究を積極的に推奨している（資料 29-18：学際的

共同研究の例）。論文は理工系と人文社会系の各分野に広く跨がり、人文社会系と環境・地

球科学系の論文が半分以上を占めている（資料 29-19：査読論文の分野別割合）。 
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（資料 29-18：学際的共同研究の例） 

 
 

 

（資料 29-19：査読論文の分野別割合） 

 

 

⑦空間情報の整備・利用促進に関する社会貢献：政策提案や標準化支援 

空間情報科学の普及と研究成果の社会実現には、空間情報の基盤整備や標準化等が不可

欠である。そこで平成 23 年、産業界の協力により寄付研究部門「次世代社会基盤情報研究

部門」を設立し、運営組織「G 空間情報センター」を提言した（平成 28 年度サービス開始）。

空間情報流通・共有のための標準化については、センター教員がグループリーダーを務め、

民間企業と共同で移動体データの国際標準案を作成し、平成 27 年 2 月に成立させた。空

間情報分野では初めての日本発標準であり、産業界への波及効果は極めて大きい。 

また国際通信連合に、プライバシー等を侵害せず大量の携帯電話位置データを社会公益

的利用に供するための標準的枠組みを本センターから提案した。現在、エボラ流行解析と

防止策支援の枠組みでの実証実験が進みつつあり、成功すれば途上国を中心として携帯電

話データから人の流動等に関する統計が作成できるようになる。 
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(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

１. センター教員執筆による査読論文数が、平成 21年度の 22 編に対し第２期平均は 33.0

編/年（平成 27 年度は 52 編）と大きく増加している。特に国際誌の割合は主著、共著

論文で各々平成 21 年度の 36.4%から第２期平均 42.9%、38.0%から 39.7%（平成 27 年度

は 42.3%、41.7%）と増加している。 

２. 民間等との共同研究実績が向上している。共同研究や受託研究の総数は、第１期の各

8.0 件/年、4.8 件/年に対し、第２期は 11.3 件/年、10.7 件/年である（平成 27 年度は

10件、15件）。 

３. 科研費の獲得状況が向上している。採択件数、獲得総額、平均採択率は各々第１期か

ら第２期にかけて 9.8 件/年から 16.8 件/年、39.1 百万円/年から 48.9 百万円/年、55.4%

から 65.1％へ増加している（平成 27 年度は 25件、59.6 百万円、59.7%）。 

４. 研究の国際展開が顕著である。国際ワークショップの開催数は、第１期の 2.3 件/年

に対し、第２期では 13.3 件/年である（平成 27 年度は 13 件）。外国人滞在者数は長期

が平成 21 年度の 16 名から第２期平均の 19.3 名/年、短期が 22 名から 38.2 名/年と増

加している（平成 27年度は 30 名、75 名）。 

 

 

観点 大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に認定された附置研
究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の実施状況 

 (観点に係る状況) 

① 共同研究支援体制 

需要に合わせた共同研究支援を実施するために、空間データと空間情報サービスを円

滑に提供する体制を整備している（資料 29-20：共同研究支援体制）。現システムの中心

は 2010 年運用開始の空間データ基盤システム（JoRAS）であり、その後のシステム機能強

化とデータ拡充（復興支援調査アーカイブ、人の流れデータ等）の結果、共同研究の実施

件数は第１期の 49.7 件/年から第２期には 128.5 件/年と急増している。広範な研究分野

を網羅するために、他分野研究者との連携を積極的に推奨しており（資料 29-21：共同研

究題目の例）、人文社会系の共同研究が 1/3を占める（資料 29-22：分野別共同研究件

数、各期 32.9%、29.3%）。 

共同研究の増加に伴い、JoRAS 利用者数も第１期の 186.2人/年から第２期には 345.8人

/年へと増加している（資料 29-23：研究用空間データ利用者数の推移）。特にアドレスマ

ッチングサービス（文書情報から空間情報への自動変換）は、研究目的で提供する国際的

にも希な例であり、利用件数は第１期の 1.3 億件/年から第２期は 3.9 億件/年と国内外で

急増している（資料 29-24：アドレスマッチングサービス利用者数）。 
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（資料 29-20：共同研究支援体制） 

 

 

（資料 29-21：共同研究題目の例） 
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（資料 29-22：分野別共同研究件数） 

 

 

（資料 29-23：研究用空間データ利用者数の推移） 

 
 

 

（資料 29-24：アドレスマッチングサービス利用者数（億件）、運用開始は平成 18 年度） 
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② 共同研究による成果 

出版論文総数は第１期 157.7 編/年に対し第２期は 251.8 編/年である。平 26 年度、27

年度の２年間の増加が顕著である（資料 29-25：共同研究による出版論文数）が、これは

需要の高い復興支援調査アーカイブと人の流れデータの公開によるものと考えられる。 

 

（資料 29-25：共同研究による出版論文数） 

 

 

③ 共同研究を活用した若手研究者の育成支援 

空間情報科学は多分野に跨がる萌芽的学問であり、若手研究者の育成支援に努めている。

ポスト・ドクター等の若手研究者を継続的に受け入れて研究指導しており、その数は全期

を通じて安定的に推移している（資料 29-26：若手研究者数）。なお平成 21～23 年度は、

JR東日本、本田技研等との共同研究が集中したため、特任研究員やリサーチアシスタント

が増加している。 

 

 

（資料 29-26：若手研究者数） 

 
 

 

(水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

１. 共同利用・共同研究の実施状況が大きく向上している。共同研究件数、空間データ基

盤システム利用者数、アドレスマッチング利用件数は、各々第１期から第２期にかけて 
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49.7 件/年から 128.5 件/年、186.2 人/年から 345.8 人/年、1.3 億件/年から 3.9 億件/

年へと急増している（平成 21 年度は各 74件、269 人、1.5 億件、平成 27年度は 154 件、

427 人、5.6 億件）。 

２. 共同研究による成果が増加している。出版論文総数は第１期 157.7 編/年に対し、第

２期は 251.8編/年である（平成 21年度は 167編、平成 27 年度は 361 編）。 

 

 

分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

観点 研究成果の状況（大学共同利用機関、大学の共同利用・共同研究拠点に
認定された附置研究所及び研究施設においては、共同利用・共同研究の
成果の状況を含めること。） 

 (観点に係る状況) 

１． 研究業績説明書に示すとおり、本センターにおける研究では、学術面及び社会、経済、

文化面の両面において、優れた研究業績をあげている。また、選定した研究業績は、本

センターにおける優れた研究業績の一部であり、それらの研究業績に対し、受賞等で高

い評価を受けている。受賞件数も 6.8件/年から 9.0件/年に増加、特に若手の伸びが 3.7

件/年から 6.0 件/年と顕著である（資料 29-27：教員及び若手研究者の受賞件数、資料

29-28：平成 27 年度受賞一覧）。 

２． 木實准教授によるスマートフォンと IoT (Internet of Things)によるセンシングシ

ステムのデザインに関する研究は、参加者約 2000 人のヒューマンインタフェースに関

する国際会議(HCII 2013)で最優秀論文賞を受賞した。市民参加型センシングの新たな

方向性を示した先駆性が高く評価されている（業績番号１）。 

３． 柴崎教授らは、人の時空間行動に関するデータを効率的に収集・分析する「人の流れ

プロジェクト」を立ち上げ、パーソントリップ調査データから「人の流れデータ」を独

自に生成した。JoRAS 上で提供される 430 万人分以上のデータを活用し、これまで 181

件の共同研究が行われている（業績番号３）。 

４． 柴崎教授らは、平成 23 年度に東日本大震災津波被災市街地復興支援調査の調査成果

である「復興支援調査アーカイブ」を構築した。研究目的や防災計画立案等に広く用い

られている。アカウント数は 1667に達し、成果は 2014 年度地理情報システム学会賞を

受賞した（業績番号４）。 

 

（資料 29-27：教員及び若手研究者の受賞件数） 
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（資料 29-28：平成 27 年度受賞一覧、○は若手研究者の受賞） 

  
 

 (水準) 期待される水準を上回る。 

(判断理由) 

１. 査読論文数、共同研究による出版論文数等、研究成果の発表機会が増大している。特

に国際誌の増加が著しく、研究の国際展開が進展している。また、それらの業績に対す

る評価も高まっており、受賞件数が若手を中心に増加している(観点に係る状況１)。 

２. 木實准教授らの研究（業績番号１）は HCII 2013 における最優秀論文賞を受賞し、ヒ

ューマンインタフェース分野で高い評価を得ている。また、小林助教らの研究（業績番

号２）は「ヒトと生態系の新しいコミュニケーションモデルである」と賞賛されている

（Giannachi, 2012）。本センターのような小規模の研究機関としては、こうした新規性・

独創性の高い研究成果は期待される水準を十分に上回る(観点に係る状況２)。 

３. 他研究者や社会に対する貢献が増大している。「人の流れデータ」や「復興支援調査ア

ーカイブ」は、それ自体が成果であると同時に新たな成果を相乗的に生み出しつつある

(観点に係る状況３、４)。 
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Ⅲ 「質の向上度」の分析 
 

（１）分析項目Ⅰ 研究活動の状況 

 国際ワークショップの開催数は、第１期から第２期にかけて 2.33 件/年から 13.33 件/

年と大幅に増加している。外国人滞在者数は、平成 21 年度から平成 27 年度にかけて長期

7 名から 33 名、短期 59 名から 60 名と着実に増加している。平成 24 年度からはアジア開

発銀行との共同研究、平成 25 年度からはアジア工科大学院への教員長期派遣を開始し、ア

ジア諸国の学生研究指導、大学、研究機関等との共同研究を実施している。 

 民間等との共同研究・受託研究、外部資金の年間獲得総額は各々、第１期から第２期に

かけて 8.00 件/年から 11.60 件/年、4.83 件/年から 9.80 件/年、177.3 百万円/年から

264.10 百万円/年へとほぼ倍増している。また共同研究支援サービスの高度化を進めた結

果、共同研究件数、データ利用者は各々l49.7 件/年から 128.5 件/年、186.2 人/年から

345.8人/年へと急増している。 

センター教員執筆による査読論文数と国際誌率は、平成 21 年度の 22 編、36.4%に対し第

２期の年平均は 33.0 編、42.9%と大きく増加している（資料 29-2：査読論文数、P29-3）。

共同研究による出版論文数も第１期 157.7編/年に対し第２期は 251.8 編/年とこちらも大

きく増加している（資料 29-25：共同研究による出版論文数、P29-15）。 

 

（２）分析項目Ⅱ 研究成果の状況 

 2011 年の東日本大震災を契機に、特に防災・安全を意図した研究を指向している。前

述の「復興支援調査アーカイブ」のアカウント数は 1667 に達し、2014年度地理情報シス

テム学会賞を受賞した。バングラデシュ国の洪水警戒情報に関する技術開発、国連による

エボラ支援プロジェクトでの拡大防止策検討支援手法など、国際的にも人々の安全確保に

意義のある研究成果を挙げている。本センターの受賞件数も第１期 6.8件/年から第２期

9.0 件/年と増加し、特に若手の伸びが 3.7件/年から 6.0件/年と増加が顕著である（資

料 29-27：教員及び若手研究者による受賞件数、P.29－16）。 


